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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第１四半期連結
累計期間

第44期
第１四半期連結
累計期間

第43期

会計期間

自平成31年
　３月１日
至令和元年
　５月31日

自令和２年
　３月１日
至令和２年
　５月31日

自平成31年
　３月１日
至令和２年
　２月29日

営業収益 （百万円） 87,871 113,791 374,644

経常利益 （百万円） 6,116 10,307 18,919

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 4,150 7,054 11,830

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,118 7,145 11,886

純資産額 （百万円） 117,242 130,295 124,080

総資産額 （百万円） 354,197 393,441 378,263

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 120.39 204.66 343.21

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 120.36 204.60 343.11

自己資本比率 （％） 33.1 33.1 32.8

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．営業収益は、「売上高」と「営業収入」を合計しております。

３．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

４．１株当たり四半期（当期）純利益並びに潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益の算定上の基礎と

なる普通株式の期中平均株式数については、執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯ

Ｐ)」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有している当社株式を控

除対象の自己株式に含めて算定しております。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善により緩やかな回復基調

がつづいていたものの、新型コロナウイルス感染症の世界的流行により経済活動は大きく制限され、とりわけ実

体経済の減速懸念が一層高まる状況となりました。

小売業界においては、新型コロナウイルス感染拡大を受け緊急事態宣言が発出され、外出自粛や営業時間短縮

の要請などにより巣ごもり消費が進み、個人の消費行動に大きな変化が生じました。

緊急事態宣言が解除され、今後は緩やかに経済活動が正常化することが見込まれますが、感染拡大が収束に向

かったとしても、経済全般の回復には時間がかかることが想定されます。

当社グループは、平成30年４月にアクセルオン大作戦として、商品力の強化とグループシナジーを最大限に発

揮することを軸に、当社グループが「日本を代表する住まいと暮らしの総合企業となる」ことを目標に据えた、

「第２次中期経営計画（2018-2020）～もっと大好きや！！コーナン～」を公表し、現在、計画達成に向けて不

退転の決意で取り組んでおります。

店舗拡充の分野では、ホームセンターコーナン２店舗、コーナンプロ３店舗を出店したため、当第１四半期連

結会計期間末現在の店舗数は458店舗（ホームセンターコーナン291店舗、コーナンプロ86店舗、ホームセンター

ビーバートザン６店舗、ビーバープロ４店舗、KOHNAN VIETNAM５店舗、建デポ直営店64店舗・ＦＣ店２店舗）と

なりました。

なお、KOHNAN VIETNAM CO.,LTD.の第１四半期は、令和２年１月１日から令和２年３月31日であるため、当第

１四半期連結会計期間末現在の店舗数は、令和２年３月31日現在の店舗数を表示しております。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の営業収益は113,791百万円（前年同四半期比29.5％増）となりま

した。商品部門別では、ペット用品、薬品、インテリア、収納用品、園芸用品、工具などが堅調に推移しまし

た。また、売上総利益は41,944百万円（前年同四半期比34.0％増）となり、営業収入は3,703百万円（前年同四

半期比2.3％増）となりました。販売費及び一般管理費は34,817百万円（前年同四半期比22.2％増）となりまし

たが、営業利益は10,830百万円（前年同四半期比68.4％増）となりました。

経常利益は、営業利益が増加したことにより10,307百万円（前年同四半期比68.5％増）となり、親会社株主に

帰属する四半期純利益は7,054百万円（前年同四半期比70.0％増）となりました。

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

②財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末より15,178百万円増加し、393,441百万円となりま

した。現金及び預金が7,827百万円、売掛金が2,355百万円、商品及び製品が2,968百万円増加したことなどによ

ります。

負債総額は前連結会計年度末より8,963百万円増加し、263,146百万円となりました。買掛金が11,159百万円、

賞与引当金が1,120百万円、長期借入金が4,759百万円増加し、短期借入金が9,087百万円減少したことなどによ

ります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は130,295百万円で、自己資本比率は33.1％となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（令和２年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和２年７月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 34,682,113 34,682,113
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100

株であります。

計 34,682,113 34,682,113 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

令和２年３月１日～

令和２年５月31日
－ 34,682,113 － 17,658 － 17,893

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（令和２年２月29日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

    令和２年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 199,500 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 34,431,000 344,310 同上

単元未満株式 普通株式 51,613 － －

発行済株式総数  34,682,113 － －

総株主の議決権  － 344,310 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数には、執行役員インセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯ

Ｐ）」制度の信託財産として所有する当社株式11,500株、また議決権の数には115個を含めております。

 

②【自己株式等】

    令和２年５月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

コーナン商事株式会社
堺市西区鳳東町４丁401番

地１
199,500 － 199,500 0.58

計 － 199,500 － 199,500 0.58

（注）１．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が165株あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の株式数に100株、「単元未満株

式」の株式数に65株を含めております。

２．執行役員インセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として資産管理サービス

信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式11,500株は、上記自己株式に含まれておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（令和２年３月１日から令

和２年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（令和２年３月１日から令和２年５月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(令和２年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(令和２年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,978 19,805

売掛金 7,958 10,313

商品及び製品 78,519 81,488

原材料及び貯蔵品 884 810

その他 7,539 8,605

貸倒引当金 △6 △5

流動資産合計 106,873 121,017

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 106,803 107,377

土地 48,304 48,304

リース資産（純額） 21,311 21,008

建設仮勘定 3,082 4,161

その他（純額） 5,508 5,554

有形固定資産合計 185,009 186,406

無形固定資産   

商標権 4,076 3,993

顧客関連資産 2,987 2,931

のれん 17,561 17,272

その他 6,155 6,017

無形固定資産合計 30,781 30,214

投資その他の資産   

投資有価証券 3,340 3,447

差入保証金 45,782 45,792

繰延税金資産 4,857 5,019

その他 1,995 1,904

貸倒引当金 △378 △360

投資その他の資産合計 55,598 55,802

固定資産合計 271,389 272,424

資産合計 378,263 393,441
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(令和２年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(令和２年５月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 34,397 45,557

電子記録債務 3,020 3,171

短期借入金 14,987 5,900

1年内返済予定の長期借入金 26,846 27,142

リース債務 2,168 2,251

未払法人税等 3,241 3,835

賞与引当金 1,906 3,027

ポイント引当金 610 616

その他 14,866 15,600

流動負債合計 102,045 107,103

固定負債   

長期借入金 81,634 86,393

リース債務 24,998 24,547

受入保証金 11,231 11,155

商品自主回収関連損失引当金 847 822

資産除去債務 15,639 15,774

その他 17,785 17,349

固定負債合計 152,136 156,043

負債合計 254,182 263,146

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,658 17,658

資本剰余金 17,922 17,922

利益剰余金 88,755 94,879

自己株式 △443 △443

株主資本合計 123,893 130,017

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 111 211

繰延ヘッジ損益 △44 △10

為替換算調整勘定 93 50

退職給付に係る調整累計額 26 26

その他の包括利益累計額合計 187 278

純資産合計 124,080 130,295

負債純資産合計 378,263 393,441
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成31年３月１日
　至　令和元年５月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　令和２年３月１日
　至　令和２年５月31日)

売上高 84,252 110,088

売上原価 52,954 68,143

売上総利益 31,297 41,944

営業収入 3,619 3,703

販売費及び一般管理費 28,485 34,817

営業利益 6,432 10,830

営業外収益   

受取利息 15 15

受取保険金 266 22

為替差益 62 72

その他 37 55

営業外収益合計 381 166

営業外費用   

支払利息 594 565

その他 103 124

営業外費用合計 698 689

経常利益 6,116 10,307

特別利益   

受入保証金解約益 2 0

その他 － 0

特別利益合計 2 0

特別損失   

固定資産除却損 0 17

その他 － 0

特別損失合計 0 18

税金等調整前四半期純利益 6,118 10,289

法人税、住民税及び事業税 1,976 3,467

法人税等調整額 △8 △232

法人税等合計 1,968 3,234

四半期純利益 4,150 7,054

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,150 7,054
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成31年３月１日
　至　令和元年５月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　令和２年３月１日
　至　令和２年５月31日)

四半期純利益 4,150 7,054

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △31 100

繰延ヘッジ損益 △31 34

為替換算調整勘定 31 △43

退職給付に係る調整額 － △0

その他の包括利益合計 △31 90

四半期包括利益 4,118 7,145

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,118 7,145

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成31年３月１日
至　令和元年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　令和２年３月１日
至　令和２年５月31日）

減価償却費 2,525百万円 2,964百万円

のれんの償却額 27 289

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成31年３月１日　至　令和元年５月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和元年５月30日

定時株主総会
普通株式 896 26 平成31年２月28日 令和元年５月31日 利益剰余金

(注)１．配当金の総額には、執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」制度の信託財産として、資

産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。

２．令和元年５月30日定時株主総会決議における１株当たり配当額には、記念配当１円を含んでおります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　令和２年３月１日　至　令和２年５月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和２年５月28日

定時株主総会
普通株式 931 27 令和２年２月29日 令和２年５月29日 利益剰余金

(注)　　配当金の総額には、執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」制度の信託財産として、資

産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成31年３月１日　至　令和元年５月31日）

当社は、小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　令和２年３月１日　至　令和２年５月31日）

当社は、小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

コーナン商事株式会社(E03273)

四半期報告書

11/14



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成31年３月１日
至　令和元年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　令和２年３月１日
至　令和２年５月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 120円39銭 204円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
4,150 7,054

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
4,150 7,054

普通株式の期中平均株式数（株） 34,470,650 34,471,058

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 120円36銭 204円60銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 9,400 9,400

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

────── ──────

（注）　１株当たり四半期純利益並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中

平均株式数については、執行役員インセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産とし

て、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算

定しております。（前第１四半期連結累計期間11千株、当第１四半期累計期間11千株）

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  令和２年７月９日

コーナン商事株式会社   

取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙﨑　充弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥村　孝司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコーナン商事株

式会社の令和２年３月１日から令和３年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（令和２年３月１日から

令和２年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（令和２年３月１日から令和２年５月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コーナン商事株式会社及び連結子会社の令和２年５月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

コーナン商事株式会社(E03273)

四半期報告書

14/14


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

